
 

 

                                                         岐阜県政記者クラブ加盟社 各位   

 

ぎふ農業・農村男女共同参画推進オンラインフォーラムの参加者募集 
 

県では、一人ひとりが輝き男女が共に築く新時代の農業を基本理念とし、男女が共に多様性に富

んだ活力ある農業を築くことを目的に、農業分野における男女共同参画を推進しています。 

このたび、標記フォーラムを下記のとおり開催しますので、ぜひご参加ください。 

 

記 

 

１ 日 時  令和６年１月１２日（金） １３：３０～１６：００ 

 

２ 配 信  ＺＯＯＭウェビナー（サテライト会場（県内農林事務所）での参加も可）  

 

３ テーマ  多様な働き方が支える、これからの農業経営 ～女性が活躍すると農業が変わる～  

 

４ 内  容  13:30～  開会・主催者あいさつ 

       13:35～ 講演 

「従業員ファーストの組織づくりで農業経営を変えてみたらこうなった」 

             ナカスジファーム代表 中筋
なかすじ

秀樹
ひ で き

氏 

       14:55～ 事例発表 

「女性にとって働きやすい環境づくりに向けて」 

             （株）プラムナチュール代表 尾藤
び と う

恵里
え り

氏 

「多様な人材を活かした飛騨の農業経営～家族経営協定のススメ～」 

             飛騨農林事務所 農業普及課長 井之本
い の も と

浩美
ひ ろ み

氏 

       15:35～ トークセッション 「人材確保に向けてこれからできること」 

             井之本浩美氏（司会）、中筋秀樹氏、尾藤恵里氏 

16:00  閉会 

 

５ 対象者  岐阜県内の農業者、農業関係団体、市町村等  

 

６ 参加料  無料 

 

７ 申込期限 令和５年１２月２６日(火) 

 

８ 申込方法 電話・ＦＡＸ・メールにて申込先へお申し込みください。 

       また二次元コードの応募フォームからもお申込みできます。 

 

令和５年１２月８日（金）岐阜県発表資料 

担 当 課 担 当 係 担 当 者 電 話 番 号 

農業経営課 

普及企画係 市原・小田 
内線 4084 
直通 058-272-8429 
F A X 058-278-2686 

園芸技術支援係 加藤・中村 
直通 058-239-3134 
F A X 058-234-2944 

【応募フォーム】 



９ 問合せ先 株式会社プラド運営事務部 担当：スミ（県事業受託業者） 

            TEL：０９０－９１９２－４５３８（月～金 １０:００～１７：００） 

       FAX：０５８－２６６－６３００  

E-mail:ng-seminar@prad.co.jp 

 

10 その他  詳細はチラシをご参照ください。 

         

 

【講師紹介】 

 大阪府 ナカスジファーム代表 中筋秀樹 

(おおきにアグリ株式会社 代表取締役、富田林市きらめき農業塾 運営責任者) 

大阪府富田林市出身。明治３５年から続く農家に生まれ、５歳から農業に触れて育つ。農業

大学校卒業後、親元就農し、平成２２年にナカスジファーム代表に就任し、周年でなす、きゅ

うりを栽培する。柔軟な働き方を受け入れることで、年間の仕事量の増減にも対応してもらえ

る「おたがい様」の関係を構築し、働きやすい職場は評判を呼び、口コミ入社も多数。 

一農家としてだけでなく、農家仲間で就農支援の農業塾を立ち上げるなど、農業界での人材

育成に情熱を注ぐ。令和２年に日本農業賞個人経営の部優秀賞を受賞、また令和３年に大阪府

「農の匠」に認定。 

 

 郡上市（株）プラムナチュール代表 尾藤恵里 

   白鳥町特産物振興センターに在職中、梅干し等を製造する同センターの製造部門が廃止され

たことを受け、平成２７年に株式会社プラムナチュールを設立し、製造を継続。 

令和３年には、主力商品の「延年紫蘇梅」が世界農業遺産「清流長良川のめぐみの逸品」の

認定を受けた。 

令和４年には、県事業を活用して会社施設内に託児スペースを設置し、女性が働きやすい環

境づくりに努めている。また、ぎふ農業・農村男女共同参画推進会議において女性農業者のロ

ールモデルに選定された。 

 

 飛騨農林事務所 農業普及課長 井之本浩美 

   昭和６１年に岐阜県入庁後、生活改良普及員に任命され、農業者の農業労働および経営改善、

男女共同参画、担い手組織育成に関する業務に多く携わる。 

県内の認定農業者の約３割を占める飛騨農林事務所管内では、担い手育成に係る業務を多く

担当し、新規就農者等の人材育成に精通。 

 
 

 

 

 

 

 

 


